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§ 開催要領 
 

【趣旨説明】 
⽇本都市計画学会北海道⽀部では、都市計画に関する⽇頃の研究内容や実践活動を広く発

表する機会を設けることを⽬的とし、⽀部研究発表会を開催します。発表いただく内容は研

究論⽂に限ることなく、都市・地域づくりの現場における実⽤性に寄与する実務報告や実践

報告も含めたものとし、都市計画に関連する分野の⽅々の情報交換や交流の機会になること

を期待します。 

公益社団法⼈⽇本都市計画学会北海道⽀部 ⽀部⻑ ⾼野 伸栄 

 

１．⽇時  2021 年 11 ⽉ 27 ⽇（⼟）13:00〜18:00 

２．会場  北海道⼤学⼯学部Ａ棟 2 階 アカデミックラウンジ１・２ 

北海道札幌市北区北 13 条⻄ 8 丁⽬ 

３．開催⽅式  会場・オンライン(ZOOM)併⽤開催  

４．研究発表の形式  プレゼンテーション資料を⽤いた⼝頭発表 

５．研究発表の内容 

北海道⽀部研究発表会では、地域資源を活かしたまちづくり、都市⽂化、地⽅分権、サス

テイナブル、参加と組織、都市・地域の再⽣、都市・地域経営、観光、交通、ランドスケー

プ、海外都市計画などをはじめとする、広く建築、⼟⽊、造園及び関連分野の都市計画に関

する計画、デザイン、分析、調査、事業等についての研究発表を募集し、応募者⾃⾝がプレ

ゼンテーション資料を⽤いて⼝頭発表を⾏うものとします。 

６．研究発表の応募資格 

発表者は本会員であることを必ずしも求めません。発表内容は、未発表のものだけでなく、

研究発表会などで発表された内容、プロジェクトを別途発表したものであっても可とします。

発表の可否については、「4．内容」に相当するものかを⽀部において判断する場合があり

ます。 

７．参加費  研究発表者・⼀般聴講者ともに無料 
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８．表彰 

最も優秀なものに「⽀部⻑賞」を授与します。また、「優秀賞」、「奨励賞」、該当者が

いる場合は「特別賞」を授与します。審査は、アブストラクト・プレゼンテーション資料・

⼝頭発表から総合的に審査します。 

予稿集を作成し、北海道⽀部 HP（http://www.cpij-hokkaido.jp/）に掲載します。 

９．後援 

⽇本建築学会北海道⽀部、⼟⽊学会北海道⽀部、⽇本造園学会北海道⽀部、北海道都市地域

学会、⽇本計画⾏政学会北海道⽀部、⽇本都市計画家協会北海道⽀部、北海道地域観光学会、

北海道市⻑会、北海道町村会、北海道開発局、北海道、札幌市 

10．オンラインシステム 

＜⽇本都市計画学会北海道⽀部 2021 年度研究発表会オンラインシステム＞ 

〇URL︓https://us02web.zoom.us/j/86384688710 

〇ミーティング ID︓ 863 8468 8710 

※オンラインシステムは ZOOM によります。 

※パスコードは設定しておりません。 

※URL が急遽変更になる場合、⽀部 HP（以下）で新たな URL 等をお知らせします。 

⽇本都市計画学会北海道⽀部 HP  http://www.cpij-hokkaido.jp/ 

 

【お問い合わせ先・お申し込み先】 

公益社団法⼈⽇本都市計画学会北海道⽀部 2021 年度研究発表会 

事務局︓伊藤徳彦／⼩⻄信義 

⼀般社団法⼈北海道開発技術センター調査研究部 

〒001-0011 札幌市北区北 11 条⻄ 2 丁⽬ 2 番 17 号 セントラル札幌北ビル 

Tel︓011-738-3363（事務所） Mail︓t-ito@decnet.or.jp（伊藤） 
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§ 全体プログラム 

 
12:30      会場開場 

12:50      オンライン開場 

【総合司会】    ⽇本都市計画学会北海道⽀部副⽀部⻑ 愛甲哲也 

13:00      開会式 

開会挨拶     ⽇本都市計画学会北海道⽀部⽀部⻑  ⾼野伸栄 

13:10－14:10  基調講演 

演  題︓縄⽂遺跡群でまちづくり－世界遺産あるまち函館の現場から－ 

講  師︓⻑⾕⼭裕⼀⽒  函館市教育委員会⽣涯学習部⽂化財課⻑ 

=休憩 10 分= 

14:20－17:20  研究発表・総合討論 

司  会     ⽇本都市計画学会北海道⽀部副⽀部⻑ ⼩篠隆⽣ 

コメンテーター  ⽇本都市計画学会北海道⽀部 

⼩松正明参事（前北海道⽀部⻑、前⽥道路株式会社） 

森 朋⼦幹事（札幌市⽴⼤学） 

岸 邦宏幹事（北海道⼤学） 

宮崎貴雄幹事（国⼟交通省北海道開発局） 

○14:20-15:30 研究発表セッション１【テーマ︓空間・景観】 

=休憩 10 分= 

○15:40-16:40 研究発表セッション２【テーマ︓災害・観光・公園】 

=休憩 10 分= 

○16:50-17:20 総合討論 

=休憩 10 分= 

17:30      表彰式・閉会式 

表  彰     ⽇本都市計画学会北海道⽀部⽀部⻑  ⾼野伸栄 

（終了予定 18:00） 
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§ 基調講演 

 
【趣旨説明】 

本年７⽉に世界遺産となった「北海道・北東北の縄⽂遺跡群」を、保存と活⽤の観点から，

景観や交通アクセス，地域振興などについてご講演いただきます。 

 

⽇本都市計画学会北海道⽀部 2020 年度研究発表会基調講演 

【論  題】 

縄⽂遺跡群でまちづくりー世界遺産あるまち函館の現場からー 

【講  師】 

⻑⾕⼭裕⼀⽒ 

函館市教育委員会⽣涯学習部⽂化財課⻑ 

【講師略歴】 
1968 年北海道函館市⽣まれ。⼤学卒業後建設会社に就職し、その後、函館市役所に

⼊庁。まちづくりや都市景観、市⺠活動⽀援、⼤学連携、交通政策に従事。2020 年

から現職。北海道景観審議会委員，⽇本都市計画学会員。 
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§ 研究発表・総合討論 

 

【趣旨説明】 

本研究発表会は、⼟⽊、建築、造園及び関連分野の研究について、通常は各学会等で分野別

に議論される研究テーマについて、都市計画、まちづくりという視点から多様な観点からの議

論が⾏われるのが⼤きな特⻑です。 

地域資源を活かしたまちづくり、都市⽂化、地⽅分権、サステイナブル、参加と組織、都

市・地域の再⽣、都市・地域経営、観光、交通、ランドスケープ、海外都市計画などをはじめ

とする、建築、⼟⽊、造園及び関連分野の計画、デザイン、分析、調査、事業等の研究につい

て、応募者⾃⾝が⼝頭発表を⾏うものです。 

みなさまの活発なご議論を期待します。 

 

【司会・コメンテーター】 
司  会    ⽇本都市計画学会北海道⽀部 ⼩篠隆⽣副⽀部⻑（北海道⼤学） 

コメンテーター ⽇本都市計画学会北海道⽀部 

⼩松正明参事（前北海道⽀部⻑、前⽥道路株式会社） 

森 朋⼦幹事（札幌市⽴⼤学） 

岸 邦宏幹事（北海道⼤学） 

宮崎貴雄幹事（国⼟交通省北海道開発局） 
 

【研究発表の進め⽅】 
○発表時間︓7 分／題、質疑応答︓3 分／題 
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【セッション１】 

テーマ︓空間・景観 

No.  研究発表タイトル、◎研究代表者（所属）、共著者 
予稿 

掲載ページ

１ 
 地⽅都市の空間評価と住⺠意識による新たな都市空間ガイドラインの⽅向性 その 1 

- 北海道東川町を事例とした適疎 INDEX による空間評価の可能性 - 
◎佐々⽊嵩（北海道⼤学⼤学院⼯学院）、⼩篠隆⽣、上⽊翔太、加野和奏、寺嶋啓介

8

２ 
 地⽅都市の空間評価と住⺠意識による新たな都市空間ガイドラインの⽅向性 その 2 

- 北海道東川町を事例とした適疎空間ガイドライン - 
◎上⽊翔太（北海道⼤学⼤学院⼯学院）、⼩篠隆⽣、加野和奏、佐々⽊嵩、寺嶋啓介

9

3 住みやすさの満⾜度に基づく地⽅都市と地⽅中核都市との広域連携に関する研究 
◎⽶光保貴（北海道⼤学⼤学院⼯学院）、岸邦宏、⾼野伸栄 

10

４ 
 ビルテナント属性から⾒た札幌市⼤通地区の特性把握 

- 沿道 97 棟を対象に雑居ビルテナントに着⽬して - 
◎坂元あかり（札幌市⽴⼤学デザイン学部）、森朋⼦ 

11

５  テキストマイニングを⽤いた眺望道路の成⽴要因に関する調査結果 
◎松⽥泰明（国⽴研究開発法⼈⼟⽊研究所寒地⼟⽊研究所）、笠間聡 

12

6 
 公開空地のアクセシビリティに関する定量的評価に基づく制度的課題の考察 

- 札幌市総合設計制度による公開空地を調査対象として - 
◎上遠野洋明（北海道⼤学⼤学院⼯学院）、森傑、野村理恵

13

７  Study on regionalization of county characteristic landscape features 
◎GAO Xin（北海道⼤学国際広報メディア・観光学院）、坂⼝⼤洋 

14

 

 

  

6



 

【セッション 2】 

テーマ︓災害・観光・公園 

No.  研究発表タイトル、◎研究代表者（所属）、共著者 
予稿 

掲載ページ

８  冬季歩⾏環境の向上のための冬季歩⾏安定度の分布特性に関する研究 
◎萩⽣⽥優騎（北海道⼤学⼤学院⼯学院）、岸邦宏、⾼野伸栄 

15

９  北海道太平洋沿岸の港湾において想定される津波による経済的被害 
◎川村壮（北海道⽴総合研究機構北⽅建築総合研究所）、⽵内慎⼀、⼾松誠 

16

10  北海道における屋根雪下ろし問題について 
◎⼩⻄信義（⼀般社団法⼈北海道開発技術センター）、⾦⽥安弘、原⽂宏、⾼野伸栄

17

11 
 ⽊製遊具の⻑寿命化を図るための技術開発 

̶ 接合⾦具を使⽤した⽊製遊具のハイブリッド化と⻑寿命化の実証試験 ̶ 
◎⼩林裕昇（北海道⽴総合研究機構森林研究本部林産試験場）

18

12 
 アドベンチャーツーリズムのリソースとしての客観的評価と関係者のリスク認知の 

変化についてー⼤雪⼭国⽴公園の事例 
◎佐賀彩美（⼀般社団法⼈北海道開発技術センター）、原⽂宏、早坂悟、伊藤稔 

19

13 地域の記念⽇「⼿稲⼭の⽇」を楽しむウォーキングイベントの企画と実践 
◎道尾淳⼦（北海道科学⼤学未来デザイン学部）

20
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1. 研究の背景と目的 

北海道東川町は、「適疎なまちづくり」を目指している。

適疎とは、物的、心理的両側面を持つ概念的造語である。

アフターコロナの都市空間の目標像として大いに着目でき

るが、その像は曖昧な部分が多い。 

本研究は適疎な都市空間像を明らかにするために、都市

の物理的な空間評価と住民意識の両面から分析を行うこと

で適疎空間の様態を明らかにし、新たな都市空間形成に向

けたガイドラインの方向性を示すことを目的とする。本論

はその1として、東川町における適疎の評価方法を導出し、

その有用性について、物理調査を題材に論じる。 

2. 研究の方法 

既往文献に基づき※1、仮説的に適疎へつながる4つの大

分類に整理し、各分類を評価するための適疎INDEX（表1）

を導出した。適疎INDEXには物理調査に関する❶～⓬と、

意識調査に関する➀～⑯がある。質的評価項目と物的評価

項目より構成される物理調査に関する適疎INDEXについて、

都市計画区域※2内の中心市街地の設定地点でそれぞれの数

値と構成を把握した。設定地点は、東西約 2.6km、南北約

1.3kmのグリッド状都市構造をもつ範囲内の交差点38か所

とした。そのうち「公共施設等※2」と「住居地域※2」の2地

域で都市空間の様態を明らかにした。 

3. 物理調査の結果(表2)と分析 

【公共施設等】❻が24.4％であり、一般的に快適さを感

じられる程の値だった1)。❾が3.3ｍであり、道路構造令上

の「その他の道路」2)より、広くとられていた。それらの空

間ではプランターを整備している場所がみられた（❹❺）。

⓬が他の地域より大きく、そこではベンチや東屋など滞在

可能な設えがみられた（❶❸）。 

【住居地域】❼が74.4％であり、他地域と比べ最も高か

った。それらの空間では、庭に塀を設けず、道路や公園に

対して開いた構成が見られた（❶❸❺）。そのうち、子供

たちの遊び場となっていた場所もみられた（❷❹）。 

造成年をもとに、人口増加策として始めた大規模宅地造

成（1994年）、分譲地の付加価値を高める契機となった景

観条例の策定（2002年）を境として、団地をⅠ～Ⅲ期に分

類した。Ⅱ期以降は団地に接する❿を広くとる計画となっ

ていた。Ⅲ期は他期と比べ、❻、⓫が大きかった。また、

団地敷地内に同時に整備された緑道に対し、開放的な庭づ

くりが見られた（❶❸❺）。植栽や緑地を増やし、景観向

上を定める東川町景観計画3)の成果であると考えられる。 

4. 考察 

適疎INDEXの有用性に関して以下2点の知見が得られた。 

1) 質的な❶～❺と、物的な❻～⓬の評価項目を組合せるこ

とで、都市空間の実態を複層的に把握できる。 

2)用途が異なる地域に対し、共通の指標によって空間評価

できるため、他の対象地への汎用性が期待できる。 
表 1 適疎INDEX 

 
表 2 物理調査の結果 

 

 

 

地方都市の空間評価と住民意識による新たな都市空間ガイドラインの方向性 その１ 
- 北海道東川町を事例とした適疎 INDEXによる空間評価の可能性 - 

 
 

佐々木 嵩＊,小篠 隆生＊＊,加野 和奏＊,上木 翔太＊,寺嶋 啓介＊ 

Takashi Sasaki＊, Takao Ozasa＊＊, Wakana Kano＊, Shota Ueki＊, Keisuke Terajima＊ 

 
 
Keywords: 地方都市、空間評価、適疎 INDEX、質的評価項目、物的評価項目、東川町 

＊  北海道大学工学院   修士課程        Graduate Student, Graduate School of Eng., Hokkaido Univ. 
＊＊ 北海道大学工学研究院 准教授・博士（工学）  Assoc. Prof., Faculty of Eng., Hokkaido Univ., Ph.D. 

1 

【注釈】※1建築・都市の性能評価システムで、現在汎用的に用いられるものを収集分析した。※2都市
計画区域や用途地域は町独自に設定している。【参考文献】1)国土交通省HP「都市の緑量と心理的効果の
相関関係の社会実験調査について」,最終閲覧日2021/11/08, https://www.mlit.go.jp/kisha/kisha05/04
/040812_3_.html 2) 道路構造令 第十一条第三項 , 最終閲覧日2021/11/08, https://elaws.e-gov.go.
jp/document?lawid=345CO0000000320, 3) 東川町景観計画, 最終閲覧日2021/11/08,https://town.higas
hikawa.hokkaido.jp/administration/plan/pdf/01-02-01keikan.pdf 
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1．研究の背景と目的 

本研究は、その1で明らかにした都市空間の物理構成に

対し、住民の空間評価や活動実態を追加分析することで、

新たな都市空間としての適疎空間ガイドラインの方向性を

示すとともに、適疎INDEXの有用性を検証する。 

2．研究の方法 

評価指標※1に基づきアンケートを作成し、無作為に抽出

した東川町市街地域在住の住民1100人にGoogleフォーム

と郵送で意識調査を行った。許容誤差±5%、信頼レベル95%、

回答比率 30%とした際の人口 8500 人に対するサンプル数

311を超える342のデータを回収した。そのうち、「公共施

設等」と「住居地域」を対象に、意識調査結果を物理調査

結果に紐づけて分析し、適疎ガイドラインの方向性を提示

した。最後に適疎INDEXに関して得られた知見を整理した。 

3．物理調査と意識調査の結果と分析 

3-1「公共施設等」のまち並みへの住民意識と空間評価 

回答者の82.9%が公共施設の建ち方に肯定的であり、「建

物の圧迫感のなさ(48.2%)」と「植栽や緑地の景観の魅力

(40.3%)」が大きな理由であった。前者は❼が61.9%である

ことや❾(3.3m)⓬(17.4m)が十分に確保されていること、後

者は❻が24.4％であることが起因していると考えられる1)

※2。また、ベンチや東屋、屋外写真ギャラリー(図1)といっ

た文化活動を象徴する設え等の滞在を誘発するスペースが

十分にあり、まち並みの評価に関係していると考えられる。 

3-2「住居地域」のまち並みへの住民意識と空間評価 

回答者の79.9％が住宅地のまち並みに肯定的であり「建

物の圧迫感のなさ(60.8%)」「十分な建物間隔と見通しのよ

さ(52.5%)」が大きな理由であった。前者は❼が74.4%であ

ること、後者は❿が商業•準工業地域より高いことが起因し

ていると考えられる※2。また、回答者の62.1%が趣味を楽し

んでおり、「ゆとりある自宅や庭(43.9%)」でさらに「花や

野菜の栽培(79.5%)」(図2)を楽しむ傾向が高く、開放的な

庭がいくつも確認された※2。住宅の⓫(9.2m)や⓬(5.9m)の

値が十分に確保されていることによるものと考えられる。 

団地の期分け※3から、Ⅲ期になるほど住宅地のまち並み

に肯定的な住民が多く、特にⅢ期は他期に比べ「植栽や緑

地を魅力的に感じて(66.7%)」いる他、住宅敷地周辺で近所

や町内会の人々と「清掃や街路整備(45.7%)」や「子供の遊

び場として利用(25.7%)」している住民の割合が高かった。

Ⅲ期は、❻❿⓫⓬が他期より値が大きい※2ことから、物理

的な空間評価及び住民意識の双方が良好であり、東川町景

観計画※4が効果的に機能していると考えられる。 

以上より対象地域では、適疎INDEXの物理的性状を表す

項目と活動や心理的様態を表す項目の双方が高い値を示す

場所の存在が顕著に表れ、適疎空間の性状といえる。 

4．適疎空間ガイドラインの方向性の提示（表1）と考察 

表1 適疎空間ガイドラインの方向性 

3 章の分析をもとにして、物理的性状を表す項目と活動

や心理的様態を表す項目で関連するものを整理し、それぞ

れに具体的な空間構成や設えを定義した。それらを取りま

とめガイドラインの方向性として示したものが表1である。 

以上のように適疎INDEXを活用することで、より具体的

な空間構成のガイドラインを創出することができる。 
【注釈】※1地方都市の空間評価と住民意識による新たな都市空間デザインガイドラインの方向性その1—

北海道東川町を事例とした適疎INDEXによる空間評価の可能性-より導出した意識調査で用いる16の評価

指標 ※2同研究内の結果を引用 ※3同研究内で行った団地Ⅲ期の期分け ※4平成18年に施行された東

川町らしい環境や景観づくりを進めるための基本となる計画内の3地域別基本方針を参考にした【参考文

献】1)国土交通省 HP「都市の緑量と心理的効果の相関関係の社会実験調査について」,最終閲覧日

2021/11/08,https://www.mlit.go.jp/kisha/kisha05/04/040812_3_.html 

地方都市の空間評価と住民意識による新たな都市空間ガイドラインの方向性 その2 

- 北海道東川町を事例とした適疎空間ガイドライン - 

 
 

上木 翔太＊, 小篠 隆生＊＊, 寺嶋 啓介＊, 加野 和奏＊, 佐々木 嵩＊ 

Shota Ueki＊, Takao Ozasa＊＊, Keisuke Terajima＊, Wakana Kano＊, Takashi Sasaki＊ 

 
 
Keywords: 地方都市, 都市空間, 空間評価, 住民意識, ガイドライン, 適疎  
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＊＊ 北海道大学工学研究院 准教授・博士（工学）  Assoc. Prof., Faculty of Eng., Hokkaido Univ., Ph.D. 
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図1 屋外写真ギャラリー 図2道路に面した家庭菜園 
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１．背景・目的 

 人口減少に伴い，多くの地方都市において，医療施設や

商業施設の維持が困難になってきている．そのような状況

の中，選択と集中，集約とネットワークに基づき，定住自

立圏構想や連携中枢都市圏構想など，地方都市と地方中核

都市との広域的な連携が進められている．地方中核都市へ

生活関連施設の集約が行われ，地方都市における生活関連

施設の充実度が低下した場合，ネットワークの強化が十分

でないと住民の住みやすさは低下すると考えられる． 

そこで本研究では，プロスペクト理論の価値関数を用い

て，生活関連施設の集約・撤退時の住みやすさの満足度低

下を定量的に分析し，地方中核都市への時間短縮がどの程

度必要か，地方都市において，どの生活関連施設をどこま

で維持する必要があるかを明らかにすることを目的とする． 

 

２．意識調査の実施 

 住みやすさの満足度を評価する手法として，プロスペク

ト理論の価値関数を用いる．価値関数は以下の特徴がある． 

・参照点：物事の評価を行う際の基準となる点． 

・損失回避性：1単位当たりの損失の増加は，利益の増加 

よりも価値の感応度が大きい． 

・感応度逓減：参照点から離れるほど，価値の増加量，低 

下量が減少していくこと．  

本研究では，北海道江差町を研究対象地域とする．住み

やすさの満足度を調査するに当たり，生活関連サービスの

提供に着目し，医療施設，商業施設，教育機関の充実度，

及び，函館市への所要時間を要因として取り上げた．水準

の設定では，価値関数の感応度逓減を検証するために，利

得域と損失域でそれぞれ3水準系を用いた． 

３．価値関数の構築 
 目的変数は江差町の住みやすさの満足度とし，説明変数

は医療施設の充実度，商業施設の充実度，教育機関の充実

度，函館市への所要時間を足し合わせた価値を適用する．

各要因の組み合わせについて，現状を0点として，「とても

住みやすい場合」の最高点を10点，「もはや住めない場合」

を-10点として回答してもらい，モデル式を構築した． 

𝑣ሺ𝑥ሻ ൌ ቊ
   𝑥ఈ，𝑥 ൒ 0

 െ 𝜆𝑥ఈ，𝑥 ൏ 0 

𝑥 ൌ 𝑘ଵ𝑥ଵ ൅ 𝑘ଶ𝑥ଶ ൅ 𝑘ଷ𝑥ଷ ൅ 𝑘ସ𝑥ସ 

𝑣ሺ𝑥ሻ：住みやすさの満足度 

𝑥ଵ：医療施設 𝑥ଶ：商業施設 𝑥ସ：函館市への所要時間 

（-2：最低位水準，-1：低位水準， 

0：現状，1：高位水準，2：最高位水準） 

𝑥ଷ：教育機関（-1：低位水準，0：現状，1：高位水準） 

𝛼：パラメータ（0 ൏ 𝛼 ൏ 1）  𝜆：損失回避係数（1 ൏ 𝜆） 

𝑘ଵ，𝑘ଶ，𝑘ଷ，𝑘ସ：各要因に対するパラメータ 

 

４．江差町の住みやすさの満足度を維持する方策 

 構築したモデルから，江差町の生活関連施設の充実度低

下による満足度低下を，函館市への所要時間の短縮による

住みやすさの満足度向上で補うために必要な時間短縮を推

定した．（表-1）函館江差自動車道がフル4車線で整備され

た場合、函館市への所要時間が約20分短縮されるため、江

差町全体では，商業施設の充実度が「食料品スーパーだけ

がある．（衣料品・生活用品のお店はなくなる．）」水準まで

低下しても住みやすさの満足度を維持できると考えられる．

一方で，医療施設，教育機関の充実度が低下した場合の住

みやすさの満足度低下は補完できないと明らかになった． 

住みやすさの満足度に基づく地方都市と地方中核都市との広域連携に関する研究 

米光 保貴＊, 岸 邦宏＊＊, 高野 伸栄＊＊＊ 

Yasutaka Yonemitsu＊, Kunihiro Kishi＊＊, Shin-ei Takano＊＊＊ 
 
Keywords: 生活関連施設, 広域連携, 地方中核都市, 地方都市 

＊北海道大学 大学院工学院・Hokkaido University Graduate School of Engineering 
＊＊北海道大学 公共政策大学院・Hokkaido University Public Policy School 
＊＊＊北海道大学 大学院工学研究院・Hokkaido University Faculty of Engineering 

３ 

表-1 住みやすさの満足度低下を補完する所要時間短縮 

市街地 郊外部 10～30代 40代 60代

医療施設
風邪や怪我程度の治療はで
きるが，入院は出来ない．

29分の時間短縮が必要
（函館市まで61分）

32分
（58分）

24分
（66分）

29分
（61分）

23分
（67分）

22分
（68分）

商業施設
食料品スーパーだけがある．
（衣料品・生活用品のお店は
なくなる．）

23分の時間短縮が必要
（函館市まで67分）

28分
（62分）

16分
（74分）

26分
（64分）

23分
（67分）

17分
（73分）

教育機関 高校が無くなる．
33分の時間短縮が必要

（函館市まで57分）
39分

（51分）
25分

（65分）
38分

（52分）
26分
（64分）

25分
（65分）

生活関連施設
充実度

「悪くなった場合」 江差町全体
居住地別

住みやすさの満足度低下を補完する函館市までの所要時間短縮

年齢別
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1. はじめに 

 大通地区は、札幌市が2016年策定した「第２次都心まち

づくり計画」で掲げられた一地区であり、「都心商業エリア」

として「沿道路面の魅力の再生と中心商業施設としての歴

史・伝統の活用により活性化を図るエリア」として、「スト

リートの個性化と遺産の活用」「移動環境の向上と公共・共

用空間の充実」「まちのデザインとおもてなしの充実」の３

点を取り組みの骨子としたまちづくりが進む。 

また、複数商店街が存在する大通地区の特徴は、大小規

模のビルが集積した他種多様なテナントで構成された商業

地域という点である。一方、大通地区でも建物の老朽化に

よる建替え更新期を迎え、大規模再開発も進む。本研究は、

大通地区における沿道ビルのテナント属性分析から、大通

地区の特性を把握し、今後のまちづくりへの一助としたい。 

 

2. 調査方法 

 大通地区の一番街・二番街・三番街・四番街と南２条通・

創成川通西側の沿道 97 棟を対象に、①テナント属性別地

区分布、②雑居ビルに着目した地区分布とテナント属性の

変遷を見る。関係各所へヒアリング調査・現地調査も行う。 

2.1テナント属性別の地区分布 

次の３段階にて、テナント属性エリア傾向を明らかにする。 

1) ゼンリン住宅地図１）の図別記から、各ビルのテナント名

を抽出する。不明な点等は、現地調査にて補足した。 

2) 1)で抽出したテナント名を、オフィス、店舗（美容・医

療健康・飲食・物販/教室の４種類）、ホテル、住居、学校・

教会、駐車場、不明（空店舗）の10種類の属性に分類した。 

3) 沿道 97 棟をそれぞれの商店街・通りの両側交点まで、

14地区に分け（図１）、属性の構成比率を明らかにする。 

2.2 雑居ビルの地区分布とテナント属性の変遷 

調査対象97棟について、一棟施設ビルタイプと雑居ビル

タイプの２分類し、地図上で地域分布を確認する。 

次に、大通地区の東西中心軸である南１条通に位置する雑

居ビル（日之出ビル、第５藤井ビル、マナー白鳥）に着目

し、1974年・1990年・2005年・2018年ゼンリン住宅地図

より、テナント属性別の変遷を確認する。 

3. 結果 

 対象ビルのテナント属性を14地区（両側沿道ビル）にて

構成比率を図１に示した。地区による差の存在を確認した。 

図１ テナント属性別地区分布図（地図１）に筆者加筆） 

 対象ビルの一棟（53棟）と雑居（44棟）の分布を図2に

示した。1974年以降の雑居ビルテナント属性に関する変遷

調査から、全般的にオフィス利用の減少と店舗（美容）利

用の増加が見られ、フロア区画の細分化による店舗数の増

加や活発なテナント入れ替えがあること等がわかった。 

図2 １棟・雑居ビルの地区分布図（地図１）に筆者加筆） 

参考文献  1) ゼンリン:ゼンリン住宅地図札幌市中央区, 2018 

＊クリナップ株式会社・Cleanup Corporation 
＊＊札幌市立大学デザイン学部・School of Design, Sapporo City University 

ビルテナント属性から見た札幌市大通地区の特性把握 
- 沿道97棟を対象に雑居ビルテナントに着目して - 
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Akari Sakamoto＊, Tomoko Mori＊＊ 

 
 
Keywords: 大通地区, テナント，雑居ビル，商業地域 
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１．背景と目的 

自動車などでの移動を前提とした「広域観光エリア」で

は，移動中の風景体験も当該エリアの観光的魅力に大きな

影響を与える．また，○○スカイラインなどのいわゆる眺

望ルートでは，走行中の風景体験自体が観光目的となりえ

る．したがって，広域観光エリアにおける主たる移動ルー

トについては，エリアとしての観光的魅力を高める，ない

しは損ねないような空間整備が求められる． 

このような背景のもと，移動中の風景体験が優れた国内

外のルート等（具体的には観光ガイド誌などでドライブル

ートとして頻繁に扱われるルートなど）を事例に，「眺望ル

ート」が有する観光的魅力の要因や要件を明らかにするこ

とを目的に，事例分析，被験者評価アンケート，テキスト

マイニングにより調査分析を行った．このうち本発表では，

テキストマイニングによる調査分析結果について報告する． 

 

２．テキストマイニングによる調査分析 

観光ガイド等における，眺望ルートの紹介テキストにお

いては，ルートの魅力とそこで得られる風景体験が順序だ

てて解説されていると考えられ，これらを読み解くことで，

各ルートの魅力の要因について把握することが可能と考え

られる．そこで，これらの紹介テキストを複数事例収集し，

テキストマイニング分析を行うことで，眺望ルートの魅力

要因について考察を得ることとした． 

1) 調査分析の方法 

対象としたテキストは，国内45ルートの書籍等における

紹介・解説および旅行情報サイトでのユーザーの口コミと

した．分析は，テキストを構成する単語等を類型化して表

現したキーワードと，キーワード同志の因果関係の構造に

置き換えた上で，その出現の頻度とキーワード間の因果関

係をマトリクス形式に整理，DEMATEL法を用いてキーワ

ード間の関係性を有向グラフに整理した．これをもとに，

眺望ルートの評価構造について考察した． 

原文から抽出した単語は，23のキーワードに集約し，こ

れらは「景観資源」，「視点場」，「景色」など8項目に分類

できた．また，分析結果については，「評価」に分類される

キーワードや「景色」に分類されるキーワードとその他の

要因に該当するキーワードの因果関係に着目して分析と考

察を行った．DEMATEL法による分析は，①山間景域，②

丘陵高原景域，③田園景域，④海岸湖沼景域の4区分にて

実施したほか，すべてのルートを一括での分析も実施した． 

2) 結果の考察 

これらの分析の結果から，眺望道路ルートの評価構造お

よび評価要因と道路整備上の配慮事項を考察し，以下のこ

とを明らかにした． 

①山間景域においては，主に，森林・樹林の環境や，山

肌を縫う曲線の連続する道路がベースとなる風景体験をつ

くり，要所において眺望される山や海が主たる視対象とな

ってハイライトとなる風景体験・観光体験をつくっている

と解釈できた．したがって，山間景域においては，走行に

伴い眺望される風景は目まぐるしく変化するが，そういっ

たハイライトとしての瞬間瞬間の眺望体験の質を高めつつ

も，その他の区間におけるベースとしての走行体験もしっ

かりと配慮した整備が有効となる． 

②および③の丘陵高原および田園景域では，道路ルート

周辺に広がる「開放的景色」や「見晴らし」がルート全体

のベースとなる風景体験をつくりつつ，観光体験上のハイ

ライトとなって，ルートの評価を形づくっていると解釈で

きた．これらの開放的景色と見晴らしによって，ルートの

アイデンティティをしっかりと高めつつ，そこでの風景体

験や観光体験に多様性も持たせるような整備が，ルートの

魅力向上につながると言える． 

逆に，④の海岸湖沼景域では，海や水面への眺めは当然

のものとしてベースの風景体験として存在するものであり，

そこに存在する橋梁などの人工構造物や，岬や半島などの

特徴的な地形が，風景体験上のハイライトとなって観光的

魅力を高めていると解釈できた．したがって，海や水面以

外のこれらの「図」となる魅力をしっかりと確立し，それ

を体験できる環境をつくりだすことが，海岸湖沼景域の道

路ルートの魅力向上には有効となる． 

テキストマイニングを用いた眺望道路の成立要因に関する調査結果 
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1. 目的と背景 

本研究は、総合設計制度による公開空地のアクセシビリ

ティについて評価し、総合設計制度が公開空地の質を担保

するための課題について知見を得ることを目的とする。 

 公共空間は広く市民に利用されるものとして敷地周辺と

の関係性が重要である。その点、建築基準法に基づき一敷

地を対象とする総合設計制度が、公開空地の質を担保する

ものとしてどの程度機能するのかを検証する必要がある。 

2. 調査概要 

札幌市総合設計制度による公開空地26例を対象とする。 

まず設定した 18 項目の評価指標による定量評価に基づ

き、公開空地と周辺空間の関係性について傾向を分析する。 

 次に現地踏査よる公開空地の利用状況と定量評価に基づ

く傾向を用いて、総合設計制度の課題について分析する。 

3. 定量評価の結果と分析 

 隣接歩道と公開空地の関係について、滞在空間を隣接歩

道沿いに設ける事例が多い(図 1)。歩行者が視認しやすい

一方、利用者が視線を感じやすい位置に滞在空間がある。 

建物内部と公開空地の関係について、建物へのアクセス

動線上に公開空地を設ける事例が多い(図 2)。利用者にと

って建物関係者の視線が多く、排他性が強い状態である。 

 以上より隣接歩道沿いに単純な滞在空間を設ける一方、

敷地内部や建物周辺では建物関係者による利用・管理が想

定される空間が多い。公開空地利用者を敷地外縁部にとど

め、敷地内のプライバシーを確保しようとする傾向にある。 

4. 現地踏査に基づく分析と課題考察 

定量評価より事例を4つに分類し、空間的特徴に基づき

４つのネーミングを与える。それらを建物用途と立地注 1）

に着目して分析を行う(図3)。 

「建物のエントランス空間」は建物及び隣接歩道の両方

からのアクセシビリティが高い。都心部の事務所やホテル

に見られ、特にホテルでは従業員が常駐し、ホテルのエン

トランスのような扱いである。 

「単純セットバック空間」は建物との関係性は弱いが隣

接歩道との関係性が強く、都心部の事務所に見られる。通

行人の視線を感じる都心部の歩道沿いでは、滞在空間より

も歩道拡張やセットバックとしての役割が期待される。    

「お気に入りの空間」では建物内部との関係性が強いが、

隣接歩道から遠い位置に滞在空間がある。都心部の事務所

には街の喧騒から離れた落ち着きある空間が見られる一方、

敷地の排他性が強い郊外の共同住宅では居住者にとっては

豊かな空間であるが、居住者以外の人には利用しにくい。 

「町の公園空間」は建物と隣接歩道両方との関係性が低

く、周囲から独立した公園のような空間である。郊外の共

同住宅では排他性が軽減され気軽に立ち寄ることができる

一方、都心部の事務所では狭い路地の奥に設けた空間を歩

行者に認知せず、利用者は周囲の関係者にとどまっている。 

 以上より、立地や建物用途に応じて公共空間の質は変容

する。しかし現状の総合設計制度による公開空地すべてが

それら諸条件を考慮したものであるとは言い難い。 

5. まとめ 

 現在の総合設計制度で実施される評価方法では公開空

地の質を担保することができていない。 

課題として、面積基準の量的評価と公開空地の質に関す

る評価を最終的に「容積率緩和」という１つの軸で混同し

て評価していることがあげられる。設計者や事業者が公開

空地の質を追求するのは容積率緩和が目的ではなく、豊か

な都市空間形成を目的に据えるような制度改革が望ましい。 

図１：奥行距離      図２：動線重複率 

図３：空地分類別の敷地立地と建物主用途 

注１） 都市機能誘導区域（札幌市立地適正化計画）内を「都心
部」、区域外を「郊外」と扱う 

公開空地のアクセシビリティに関する定量的評価に基づく制度的課題の考察 
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Different regions have different local landscape 

characteristics. Therefore, from the perspective of 

landscape planning, selecting landscape（ランドスケー

プ）landscape（姿）areas (LLAs) highlighting regional 

characteristics and protecting to it is in great 

significance to protecting and developing regional 

characteristics. （Landscape landscape area （LLA）is 

a more scientific, operable, efficient landscape area, 

which is districted according to the common 

characteristic from different types of landscape 

landscape based on the different categories, landscape 

distribution structure, landscape characteristics and 

etc., in order to achieve improving the efficiency of 

landscape landscape and more systematic guidance 

landscape landscape planning and design. ） 

 

This research takes landscape landscape zoning of 

Longsheng County, GuangXi Autonomous Region of China as 

an example, of which the research objects are 87 the 

third level LLAs (some are the second level LLAs) that 

were finished dividing after process of zoning 

landscape landscape. There are two primary steps to 

achieve the purpose of the research. 

 

Firstly, weight evaluation of characteristics of LLAs. 

The purpose of this step is to build up a data system 

as the basis supporting selecting the characteristics 

of LLAs. The process of this step mainly includes two 

sub-steps. 1)Collecting message of data system comes 

from interviewing (questionnaire survey) to residents, 

government agencies or others who knows landscape 

characteristic of a mountainous area county, and local 

tourists. Different types of LLAs are compared with each 

other according to the question that “which is more 

geographically representative” in the form of 

fieldwork by them. 2)After collating and analyzing the 

information collected in the previous sub-step, the 

comparative matrix models constructed by the all the 

LLAs in different levels in their corresponding levels 

are processed by hierarchical analysis, and then the 

weight proportion of landscape characteristics of each 

LLA is summarized and normalized in their corresponding 

LLA’s level. 

 

Secondly, the determination of characteristic LLAs, 

which bases on result of the previous step. There are 

two sub-steps contained in this part of process. 

1)According to the weight proportion of different LLAs 

in corresponding levels in the previous steps, the 

weight proportion of all the third level LLAs is 

normalized and sorted with one of the third level LLAs 

as a basic unit. 2)All LLAs are divided into different 

ranks again in accordance with the weight proportion 

sort order of characteristics of all the third LLAs and 

relevant ranking standards, which also represents 

varying representativeness degrees of characteristic 

LLAs in Longsheng County. 

 

This research result will bring more positive guidance 

of landscape planning, even landscape design. 

 

Study on the Method of Defining Characteristic Landscape Landscape Areas (LLAs) 

- A Case Study of Longsheng Autonomous County in Guangxi 
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1. 研究の背景と目的 

積雪・凍結路面において、歩行者の転倒事故が多数発生

している。転倒事故対策を効果的に行うために、転倒危険

箇所をリアルタイムで把握する手法の確立が必要となる。 

既存研究において、多数の計測者からスマートフォンを

用いて収集した歩容計測データから歩行安定性を定量評価

する手法について提案されている。本手法において、計測

データを多量に収集することにより転倒危険箇所を検出で

きる可能性が高いことが示されている一方、歩行安定度が

計測者個人の歩行挙動の影響を受けるという課題がある。 

本研究は、歩行安定度に影響する個人特性を明らかにし、

より正確な転倒危険度評価に資することを目的とする。 

 

2．転倒危険箇所検出方法の概要 

スマートフォンに搭載されている加速度センサを用いて

計測した三軸加速度データと、GPSによる位置情報を自動

的に取得し、リアルタイムで収集して「歩行安定度」を数

値として算出する。 

高速フーリエ変換を行うことで歩行加速度の周波数帯ご

との振幅の大きさ（AS）を求める。その後、AS の各周波

数帯の成分のうち1番目からm番目（本研究では、規則的

な歩行をしている場合でも生じる歩行周期のわずかな変化

や高調波の発生を考慮し、m=4）に振幅が大きい成分の和

を求め、AS の全周波数帯の振幅の和で除することで歩行

の安定度合いを指標化する。すなわち、歩行安定度とは 

ただし、S：t を中心とした5.12秒間における歩行安定度、 

：AS のうち i 番目に振幅が大きい周波数帯における

振幅の大きさ(m/sec2)、：ASの周波数成分数および ：

AS のうち j 番目に振幅が大きい周波数帯における振幅の

大きさ(m/sec2)である。歩行安定度は0から1の間の値を取

り、値が小さい場合は歩行が不安定であり転倒危険度が高

いことを表す。 

3. 研究方法 

寒地土木研究所との共同研究のもと、2019年度に行われ

た歩容計測実験のデータを取得した。 

比較対象として気象庁のホームページ 3)から計測期間中

の気象データを、ウィンターライフ推進協議会から、昨冬

の「つるつる予報」の情報をそれぞれ取得した。 

 以上のデータを分析して、歩行安定度の分布特性を調べ

た。 

 

4. 結論 

 分析の結果、歩行安定度の分布は２つのピークをもつこ

とを発見した。 

図－1 歩行安定度分布（全計測者・全期間） 

 

 歩行安定度分布は、一般に安定側に大きなピーク、不安

定側に小さなピークをもつことがわかった。 

分布形状は計測者ごと、日付ごと、端末保持位置ごとなど、

絞り込む条件により異なる。 

個人ごとの分布を対象として、２つのピーク付近のデータ

を抽出して分析を行ったが、日単位での気象条件と歩行安

定度の間に明確な関係は見いだせなかった。そのため、時

間ごと等時間区分を細かくしたり、歩行場所の影響を考慮

したりする必要がある。 

 本研究では場所や時間帯ごとの分析ができなかったため、

それらを考慮することで、２つのピークが発生する原因を

求められる可能性がある。 

冬季歩行環境向上のための冬季歩行安定度の分布特性に関する研究 
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表１ 各港湾の被害額推計結果 

 苫⼩牧港 資産額(億円) 被害額(億円) 被害率
建物 2,958 834 28%
償却・在庫資産 1,432 690 48%
外郭施設 4,122 4,122 100%
係留施設 2,618 829 32%
合計 11,129 6,474 58%
室蘭港 資産額(億円) 被害額(億円) 被害率
建物 2,126 1,407 66%
償却・在庫資産 917 602 66%
外郭施設 1,294 1,042 81%
係留施設 822 343 42%
合計 5,159 3,394 66%
釧路港 資産額(億円) 被害額(億円) 被害率
建物 1,180 1,180 100%
償却・在庫資産 240 234 97%
外郭施設 1,266 1,266 100%
係留施設 804 788 98%
合計 3,489 3,468 99%  

 

図１ 業種別の償却・在庫資産被害額推計(苫小牧港) 

１．はじめに 

東日本大震災では，東北地方の太平洋沿岸の港湾が津波

による大きな被害を受けた．北海道においても日本海溝・

千島海溝沖の地震による津波が想定されており，太平洋沿

岸の港湾に被害が発生するおそれがある．北海道では太平

洋沿岸に主要な港湾が集中して立地しており，港湾機能低

下に伴う経済的影響が懸念される． 

そこで本研究では，苫小牧港，室蘭港，釧路港を対象に，

GIS を用いた空間分析により臨港地区内の建物や償却・在

庫資産，港湾施設の経済的被害の推計を実施し，臨港地区

内部の経済的被害の空間的差異や被害を受ける産業の違い

を解明することを目的とする． 

２．研究方法 

 まず空間分析の準備として，臨港地区内部の地理空間情

報を整備する．建物については北海道建設部まちづくり局

都市計画課より提供を受けた都市計画基礎調査のGISデー

タを使用する．港湾施設は港湾管理者のホームページ等で

公表されている港湾計画図等の紙地図をGIS化する． 

 続いて，北海道総務部危機対策課が公表している津波浸

水想定の GIS データ（平成 24 年版太平洋沿岸）と，建物

と港湾施設のGISデータを重ね合わせることで，物的被害

の推計を行う．建物は被害率曲線を用いて被害推計を行う．

港湾施設は東日本大震災で被災した港湾施設のGISデータ

を作成して被害と津波浸水深の関係を整理し，その結果を

研究対象港湾の港湾施設に適用し被害を推計する． 

 次に経済的被害の推計を行う．災害による経済的被害は，

建物や資産の滅失によるストック被害と，それによる間接

的影響であるフロー被害に大別される．まずストック被害

について，建物は用途や構造に応じた単価を設定し，物的

被害の被害量に乗ずることで被害額を推計する．さらに経

済センサスの産業別従業者数を基に，償却・在庫資産の被

害額も推計する．港湾施設は単価を算出できないため，全

道の港湾の資産額から各港湾の資産額を貨物取扱量で按分

して算出し，港湾施設の被害率を乗じて被害額を推計する．

ただし外郭施設と係留施設のみの推計であり，全ての港湾

施設を対象とはしていない点に注意が必要である． 

 フロー被害については，コブ－ダグラス生産関数による

生産量の被害率の推計と，北海道開発局の北海道内地域間

産業連関表による産業間の影響の推計を試みる． 

３．研究結果 

 各港湾のストック被害の推計結果は表１のとおりである．

どの港湾も外郭施設の被害率が高いが，これは津波の越流

が生じた場合は破壊されるものとしているためであり，過

去の災害の例から実際には全面的な破壊には至らない可能

性も考えられる．図１は苫小牧港の業種別の償却・在庫資

産被害額の推計である．同一港湾内部でも場所により被害

額や被害を受ける業種が異なっている． 

 フロー被害の推計結果からは，道央地域に位置する苫小

牧港および室蘭港では鉄鋼一次製品等が，根釧地域に位置

する釧路港では食肉・畜産食料品や水産食料品が被害を受

けた場合に，他産業への影響が大きくなることが分かった．  

 今後は，被害推

計の対象を港湾だ

けでなく都市全体

に広げるとともに，

新たに公表された

令和3年版の太平

洋沿岸津波浸水想

定による分析の実

施を予定している． 

北海道太平洋沿岸の港湾において想定される津波による経済的被害 
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１．はじめに 

近年の北海道における雪による死傷者は、少雪傾向もあ

ってか最近 3 カ年は減少傾向だったが、令和 2 年度冬季

（2020年11月～2021年3月）は1月末時点で死傷者数は

昨年度を上回るペースで増加し、ここ10か年でワースト4
位となる死傷者数であった（図1）。また、死傷者のうち半

数以上が屋根やはしごからの転落といった屋根雪下ろし関

連事故であり、雪国に安全安心に住む上で大きな障害とな

っている。 
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図1 雪による死傷者の推移1) 
 
このような雪による人身被害状況は好転しない状況から、

本稿では昨今の屋根雪下ろしをめぐる議論を整理しつつ、

北海道における屋根雪下ろし等の人身被害に関する新聞記

事を精読することで、屋根雪下ろし等の人身被害の実態把

握に向けた足掛かり的研究とする。 
 

２．昨今の屋根雪下ろしをめぐる議論 

これまで屋根雪下ろし事故の減少に向け、主に建築学・雪

工学分野での研究が蓄積されている。これらの結果から、

近年の北海道における建築物は建築基準上積雪荷重に耐え

られる充分な耐力を有し、倒壊等の恐れがない限り屋根雪

下ろしは不要との見解に至っている2)。 
しかしながら、近年の建築物が充分な耐力を有している

ことが認知・理解されていないこと、危険性の認識の低さ

や、特に市街地においては近隣や通行者への配慮などを理

由に、「どうしても雪下ろしをしてしまう」といった状況が

常態化し、一向に屋根雪下ろし事故は減少しない。 

 一方、道外の「雪下ろしを行う慣習のある地方」におい

ては、雪下ろしを前提とした積雪荷重の低減が認められて

おり（建築基準法施行令第86条第6項）、屋根雪下ろしが

雪国の暮らしの一部として当然視されている地域もある。

そのような地域においては屋根雪下ろしの安全対策である

安全帯・命綱、アンカーの普及が一向に進まないといった

別基軸の問題があるものの、屋根雪下ろしが常態化しつつ

ある道内においても、もはや対岸の火事とは言えない状況

とも言える。 
 

３．新聞記事精読結果 

次に、人身事故を報じる新聞等を整理し、近年の北海道

における屋根雪下ろし等の人身被害の実態と傾向のより詳

細な把握を試みた。具体的には、北海道危機対策課発表の

「雪による被害状況」のうち死亡事故255人のうち、「道新

データベース」での新聞検索に該当する133人分の記事を

抽出し、精読した。その結果、本調査では新聞記事を用い

人身事故の実態を把握すること試みたが、事故箇所の屋根

の形状、作業内容や事故原因、安全対策の状況への言及の

ない記事が大半で、新聞記事から死亡事故の実態を把握す

ることは困難だということがわかった。 

一方、新聞記事の半数以上が何かしらの注意喚起がされ

ており、今後、どのような表現が屋根雪下ろし事故の軽減

に寄与するかは検討の余地があると考える。 

一向に減少の兆しの見えない屋根雪下ろし事故の実態把

握においてどのような調査手法が適切か、またどのような

事故軽減に向けた方策を講じることができるか、関係者と

引き続き検討を重ねていきたい。 

なお、本研究は（一財）北海道開発協会令和3年研究助

成の成果の一部である。 
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はじめに 

 木製遊具は，防腐薬剤処理木材（以下，処理木材）を使

用していても鋼製遊具より耐用年数が短く維持管理に手間

が掛かるというイメージが強く，それらが普及の進まない

要因の一つとなっている。そこで，木部における水分の滞

留や吸収による劣化を抑制する「設計」と，部材間の接合

に金物を用い耐久性向上と補修交換を容易にする「ハイブ

リッド化」による長寿命化技術の開発を行った。 

１．支柱脚部の接合金具 

 支柱脚部は処理木材を使っていて

も，地面と接する限り腐朽を避ける

ことはできない。そこで，支柱脚部

は地面に接触させず，地盤面より上

の位置で基礎と柱を固定する接合金

具を考案した（写真１）。 

 接合金具は，φ48.6mm の鋼製パイプとベースプレート

で構成されている。地際側柱脚木口面に挿入用の開口を設

け，ドリフトピンを用いて固定した。支柱下端は，地盤面

より30〜50mm（任意）上がった位置としている。 

２．柱頭部と水平部材上面の保護 

 柱頭部の木口面は，板目面や柾目面と比べ水分の吸収率

が高く劣化が進みやすい部位のため，柱頭部を保護する部

材を取り付けることとした。保護部材は柱と同寸または一

回り大きい部材を用い，木ダボにより取り付けた（写真２-

①）。部材の大きさは木口が隠れる程度でよく，木口面と部

材は密着させず2〜3mmの隙間を設けた。 

 構造部材の梁，非構造部材の柵や手摺の横木などの水平

部材は，水分だけでなく日光の影響で劣化が進む部位であ

る。ここでは遊具手摺の横木上部に，柱頭部と同様に保護

部材である笠木をコーチスクリューにより取り付けた（写

真２-②）。なお，どちらの材も劣化時には交換が前提であ

り，特にダボについては接着剤による固定は不要である。 

３．構造部材への非構造部材の取り付け方について 

 構造部材の柱に手摺などの非構造部材を取り付ける場合，

水分の侵入を最小限とする接合方法を採用するとともに交

換や補修がしやすい納まりとすることが重要である。 

 本木製遊具にあっては手摺をユニット化し，柱への取り

付けには金具

を用いた（写

真２-③）。こ

れにより柱へ

の加工はボル

ト穴のみとな

り，補修・交

換も容易な納

まりとなった。 

４．長寿命化技術の実証試験 

 本技術を使った木製遊具（2010

年設置）に対し，柱脚部の劣化調

査を2018年6月に実施した。調査

は支柱を基礎から外し，目視と触

診にて行った。遊具に使った樹種

はスギとトドマツで，長寿命化効

果の確認のため一部の支柱に防腐

未処理材を使っている。調査の結

果，防腐未処理材であっても，腐

朽が全く見られず，乾燥した状態

であることが確認された（写真３）。

また保護した柱頭部の木口面（写

真４）および，手摺の横木についても腐朽がないことを確

認した。以上のことから，長寿命化を図る本技術の有効性

は高いと考えられた。調査は，今後も継続する予定である。 

まとめ 

 本技術に難しいところはなく，防腐薬剤処理木材と表面

保護塗料を併せて使うことにより，屋外木質構造物の更な

る耐久性能向上が図られる。多くの林業・林産関係者，公

園遊具発注者および管理者，一般ユーザーへ周知されるこ

とで，木材の需要拡大に弾みが付くことを期待する。 

 また，本技術は林産試験場ホームページで公開※されて

おり，誰でも自由に活用が可能である。是非，活用して頂

きたい。 

※林産試験場リンク先

http://www.hro.or.jp/list/forest/research/fpri 

/manual/mokuyugu/mokuyugu.htm 

＊北海道立総合研究機構森林研究本部林産試験場 
＊Hokkaido Research Organization Forest Research Department Forest Products Research Institute 

木製遊具の長寿命化を図るための技術開発 

— 接合金具を使用した木製遊具のハイブリッド化と長寿命化の実証試験—  

 
 

小林 裕昇＊ 

Hironobu Kobayashi＊ 
 

Keywords: 木製遊具, 耐久性向上, 長寿命化,ハイブリッド化,維持管理,接合金具 
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1. はじめに 

アドベンチャーツーリズム（AT）とは UNWTO（国連世界

観光機関）によれば、「独特の地形や景観のある場所で実施

される、アクティビティ、文化交流、自然体験を伴う旅行

形態。このような体験は客観的（real risk）リスクまたは

主観的リスク（perceived risk）を伴い、ある程度の身体

的、精神的に負担がある。」とされる。1)  学術的にも AT
の主要素は、リスクと危険、自然環境、スリルと興奮、身

体的活動とするのが大勢である。2) AT のアクティビティ

で最も好まれているのは「登山」（英語ではハイキング）で

あるが 3) 国内の景観鑑賞、食、温泉、ほぼリスクの無いア

クティビティを中心とする一般観光には含まれていない。

その背景として、国内の観光人口3億6,800万人 4)に対し、

国内の登山者人口は650 万人 5) と2%程度にすぎないこと

がある。このような背景の下、本研究では、北海道観光振

興機構が著者らに委託し、2020年秋、大雪山国立公園を中

心とする上川ひがし地域の観光リソースの客観的価値を計

り、観光商品を開発するため、専門家を招聘して実施した

大雪山登山を含む視察旅行（FAMツアー）の結果から、大

雪山国立公園のAT目的地としての可能性を検証した。 
 
2. 方法 

具体的には、大雪山国立公園の登山を含む、内容の異な

る FAM ツアー2 本を企画、実施した。FAM-1 の登山は数

日間のトレッキング（旭岳~沼の原）、次の FAM-2 は日帰

り（高原温泉、愛山渓~姿見の池）のソフトなプログラム

とした。FAM-1はイタリア人メディア2名（うち1名はイ

タリアの山岳ガイド有資格者）、ニュージーランド人登山家

2名、FAM-2には英国人メディア2名、仏、英の旅行社か

ら各１名が参加した。その結果、参加した専門家らからは、

登山道の荒廃など改善の余地はあるが、火山活動により形

成された地形がユニークであるなど、大雪山国立公園はAT
の目的地として総じてワールドクラスであるとの評価を得

た。また、FAM-1を含む参加者の全員が、大雪山の登山コ

ースは全般的に AT のコースとしては幅広い年代層が楽し

めるソフトなコースだと評価した。ガイドの英語力、力量

も最高レベルの評価だった。この報告を受けて、地域自治

体、官公庁、観光協会、地域事業者等35名を対象として2
度の FAM の結果を知る前と後で登山を観光プログラムに

含めることについてどう思うかについて Web アンケート

調査を実施、29名から回答があった（回答率83%）。 
 

3. 結果 

FAM-1実施前は含めるべきではない6.9%・あまり含めた

くない13.8%・わからない10.3%との回答が、合わせて31％、

場合によっては含めても良い55.2、ぜひ含めたい13.8%と

の回答が計69％だったのに対し、ツアー後参加者の評価を

知った後の結果では、あまり含めたくないとの回答が 

6.9％（2名ほど）あっただけで、場合によっては含めても

良い69.0%、ぜひ含めたい24.1%との回答が合わせて93.1％

にのぼった。 

FAM-2については、FAM-2実施前は、日帰り登山を観光に

含めるべきではない3.4%・あまり含めたくない3.4%・わ

からない3.4%との回答が、合わせて10.2％、場合によっ

ては含めても良い58.6%、ぜひ含めたい31％との回答が合

わせて87.2%だったのに対し、FAM後の結果では、場合に

よっては含めてもよい72.4％、ぜひ含めたい27.6%、合わ

せて100％が前向きの回答結果となった。 

 

 

 

 

 

 

図１アンケート結果(FAM-1,N=29)   図2アンケート結果（FAM-2,N=29） 
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4. 考察 

従来、観光プログラムに含めるにはリスクが高いとさ

れてきた「登山」につき、登山を観光に「含める」方向

に考えが変わった回答者に理由を尋ねた質問に対して

は、「大雪山国立公園が世界から人を呼べる観光資源で

あることがわかったから、登山全てが危険であるとは思

わない、ガイド付ならよい、荒廃している登山道やトイ

レ、避難小屋などの環境を整備すれば可能だと思う」と

回答している。この回答からは、専門家らの「世界レベ

ル」という予想外の高い評価や課題の指摘から、登山の

リスクを低減するための具体的な方策を理解したことに

より、登山へのリスク認知が下がり、より安全な登山を

実現できるという確証を得られたのだと推測される。 

一般観光には含まれていなかったため、従来、国外へ

の情報発信も不十分だった登山資源が、関係者の意識の

変化から AT リソースとして海外へも積極的に紹介され

ることにより、大雪山国立公園のゲートシティである旭

川市や周辺市町村のみならず、登山対象となる魅力的な

山岳を擁する道内の他の国立公園資源も合わせて北海道

全体のインバウンド振興にもつながると期待される。 
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本稿  

本稿は昨年度発表「手稲歩く観光・教育研修ルート創造

プロジェクト『HUSpectacle-手稲行列-』―大学生と教職員

と地域住民が大学拠点エリアの地域資源を巡り歩くアウト

ドアアクティビティの提案」（道尾2020）の続編である。 

表題プロジェクト注１は、大学生・教職員含む大学関係者

と地域住民を繋ぐ交流企画である。札幌市手稲エリアの地

域資源の認知度向上と、身近な地域を歩く滞在型観光や歩

く生活習慣化への動機づけを誘発することを目的に、①手

稲エリアの主要観光スポットと交通結節点、本学キャンパ

スを含む歩くルートの開発、②①ルートを利用した定例ウ

ォーク等の教育研修プログラムの考案と実践、③①ルート

上の地域資源を紹介する観光プロモーションコンテンツの

制作と配信に取り組んでいる。 

2021年度は件の３年目として、上記①手稲山麓〜手稲神

社〜JR 手稲駅〜北海道科学大学〜前田森林公園を結ぶ

「RouteTEINE」において、②地域の記念日「手稲山の日」

（手稲区制定2014）に絡めたウォーキングイベントを開催

した。手稲山は標高1,023mの都市型低山である。初冠雪の

時期を勘案し、「STEP1」の1ヶ月前記念イベント（手稲山

登山を含む長距離ウォーク20km他）と、「STEP2」の記念

日当日イベント（6kmファンウォーク）の２段階制を企画

運営した［図１］。手稲山麓と緑道含む都市公園からなる自

然環境を徒歩で体感することに加えて、道中に「歩き方講

座」「サバイバス講座」を取り入れ、歩く姿勢の見直しや防

災に通ずる体験、また完歩賞やクイズ出題を通じて地域の

魅力資源や特産物を認知してもらうなどした［図２］。 

図１．「手稲山の日」と絡めた定例ウォーク企画 

学外のメディア取材は４件あった注２。今年度はコロナ禍

につき各回 50 名程度参加の小規模且つ大学関係者限定の

イベント開催であったが、開催前後は一般より参加希望の

問合せも寄せられた。次年度以降は一般参加も募り、本来

目指す秋の恒例行事として各回100名程度の規模感でイベ

ント実施できるよう準備を行ってまいりたい。地域の当事

者による地域の記念日を生かした運動不足解消・交流機会

の促進を図っていきたい。 

 

 
図２．『HUSpecatacle-手稲行列-2021』実施風景 

 

1） 法人100周年を記念し、北道科学大学の教職員を起点に学内

外の人や企業等が連携し地域活動等の取組みを行う「北海道

科学大学組織横断型活動推進プロジェクト（+PIT: Professional 

Innovation Team）」（2018年度開設）の採択テーマである。 

2） 2021年9月23日放送『STVニュース―みんなで歩こう山頂

まで 大学生が２０キロウォーキング』（札幌テレビ放送）、10

月 23 日放送『HBC NEWS―「手稲山の日」学生らがウォー

クイベント 札幌市』（北海道放送）、10月20日掲載『さっぽ

ろ10区―「手稲行列」秋の風物詩に 北海道科学大がプロジ

ェクト』（北海道新聞）、手稲区情報サイト『得ダネ手稲』（得

ダネ実行委員会）の取材を受けた注3。 

3） https://tokudaneteine.com/1240/ 、

https://www.youtube.com/watch?v=oCShbs3Uo3Q 

https://www.youtube.com/watch?v=8x6Zmd1Dv4w 

地域の記念日「手稲山の日」を楽しむウォーキングイベントの企画と実践 
-手稲歩く観光・教育研修ルート創造プロジェクト『HUSpectacle-手稲行列-2021』 

 
 

道尾 淳子＊ 

Junko Michio＊ 
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